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令和 6年度予算見積調書 課室名:

説明事業

医療整備課
担当名: 地域医療対策担当

内線: 3538 (単位：千円)
会計

S113 周産期医療従事者処遇改善事業費 一般会
計

衛生費 医薬費
項

医薬総務費 医師確保対策費
番号 事業名

事 業
期 間

平成21年度～ 根 拠
法 令

なし

款

針路 03
分野施策 0304

１　事業の概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

3
3-1,3-2

　産科、小児科(新生児医療)を担当する医師等の不足
により診療体制の維持が困難な病院が増加している。そ
こで、これらの医師等の処遇改善を図ることにより、人
材を確保し、医療機関の体制を維持するため、手当の一
部を補助する。

　ア　産科医等手当支給支援事業     　　 52,300千円
　イ　新生児救急担当医手当支給支援事業   3,700千円

（１）事業内容
　　ア　産科医等手当支給支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　52,300千円
　　イ　新生児救急担当医手当支給支援事業　　　　　　　　　　　　 3,700千円

（２）事業計画
　　ア　産科医等手当支給支援事業
　　　　分娩を取り扱う医師等に分娩手当を支給する医療機関等に対して、その一部を補助する。
　　 (ｱ)　対象      　　分娩を取り扱う医療機関(病院、診療所)、分娩を取り扱う助産所
　　 (ｲ)　手当単価　　  1分娩当たり 10,000円×1/3
　　 (ｳ)　分娩取扱見込　15,690件
　　イ　新生児救急担当医手当支給支援事業
　　　　新生児医療を担う医師の処遇改善を図るため、NICUを利用する新生児の診療を担う小児科医に対する手当の
　　　一部を補助する。
　　 (ｱ)　対象      　　NICUを有する医療機関
　　 (ｲ)　手当単価  　　新生児1人の入院当たり 10,000円×1/3
　　 (ｳ)　NICU入院見込　1,110件

（３）事業効果
　　　手当等を支給することにより、医師・看護師等の処遇改善を推進し、離職防止を図った。
　　　【活動指標(アウトプット)】分娩取扱施設補助46か所(令和4年度)、周産期医療施設補助4か所(令和4年度)
　　　【成果指標(アウトカム)】県内の出生数に対する分娩取扱数の割合95%

２　事業主体及び負担区分
ア、イ　(県1/3)事業者2/3

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×0.2人＝2,850千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比繰 入 金

決定額 56,000 56,000

前年額 61,000 61,000 0

― 保健医療部 113 ―

介護・医療体制の充実

0 △5,000

医師・看護師確保対策の推進



 

事業名

単位事業名 予算額 52,300千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

繰入金・ 52,300 △4,200
地域医療介護総合確保基金繰入金

合計 52,300 △4,200

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 52,300 △4,200 産科医等手当支給支援事業補助金

合計 52,300 △4,200

単位事業名 予算額 3,700千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

繰入金・ 3,700 △800
地域医療介護総合確保基金繰入金

合計 3,700 △800

　

主な内容

事業内訳書

周産期医療従事者処遇改善事業費

産科医等手当支給支援事業

主な内容

主な内容

新生児救急担当医手当支給支援事業



 

 

単位事業名 予算額 3,700千円

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 3,700 △800 新生児救急担当医手当支給支援事業補助金

合計 3,700 △800

新生児救急担当医手当支給支援事業

主な内容


